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金額は補強工
事の費用によ
る（最高101万
1,000円）※耐
震補強工事と
同時にリフォー
ム工事を行う
場合、最高121
万1,000円

費用の２／３
（最高25万円）
※三重県型「耐
震シェルター」
は費用の２／
３（最高40万
円）

費用の２／３
（最高16万円）－ － －費用の２／３

（最高30万円）
費用の９／10
（最高１万円）

市内に住民登録がある
対象住宅を所有している
世帯全員の年齢が65歳以上
障がいのある人と同居している
申請者が居住している
昭和56年以前の木造住宅
２階建て以下の住宅
３階建て以下の住宅
耐震診断の結果 評点が0.7未満
申請書
印鑑
対象者の要件が確認できる書類
見積書
耐震診断結果の写し
耐震補強計画書の写し

○

○

○

○

○

○

○
○
○
○
○
○
○

○
○

○

○
○
○
○
○
○
○
○

○

○

○
○
○
○
○
○
○

※

※

○

○

○
○
○

○

○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○

○

○

○

○

○

○
○
○

○

○

募集数

補助金額

市補助金に関する問い合わせ先 建築指導課　　229－3187　　229－3336 防災室　　229－3104　　223－6247

対
象
者
の
要
件

対
象
住
宅
の
要
件
申
請
に
必
要
な
も
の

広報津
６月16日号に
掲載予定

予算の範囲内（先着順） 予算の範囲内（先着順）

木造住宅除却
事業補助金

家具等転倒
防止対策事業
補助金

家具等転倒
防止対策啓発
事業（配付）

家具等転倒防止
対策啓発事業
（取付支援）

耐震シェルター
設置事業
補助金

木造住宅
無料耐震診断

木造住宅耐震
補強計画事業
補助金

木造住宅
耐震補強事業
補助金

各補助金の要件など

※市長が特に除却を必要と認める倒壊する危険性が高い木造住宅については不要

いずれも
必要

いずれか
必要

いずれか
必要

問い合わせ　建築指導課　　229－3187　　229－3336　　防災室　　229－3104　　223－6247

耐震診断・耐震補強で
わが家の防災対策

いつ発生してもおかしくないといわ
れている東海・東南海・南海地震に
備え、まずは住まいの耐震化に取り
組みましょう。

　昭和56年5月31日以前に建築(着工)された木造
住宅の耐震診断を無料で行います。

　耐震補強後の評点が1.0以上となる補強計画(耐
震補強設計)の作成などの費用を補助します。こ
れから耐震補強設計を行い、原則、来年１月まで
に完了する見込みのものに限ります。

　耐震補強後の評点が0.7以上1.0未満、または
1.0以上とする耐震補強工事の費用を補助しま
す。これから耐震補強工事を行い、原則、12月
までに完了する見込みのものに限ります。

　昭和56年5月31日以前に建築(着工)された木造
住宅のうち、耐震診断の結果、評点が0.7未満で
あったもの、または、市長が特に除却を必要と認
める倒壊する危険性が高いものの除却費用を補助
します。募集方法について詳しくは広報津６月
16日号に掲載する予定です。

木造住宅無料耐震診断
　自らが居住する住宅で、地震による転倒を防止
するために家具などを固定する費
用を補助します。三重県木造住宅
耐震促進協議会の会員で、三重県
木造住宅耐震補強マニュアル講習
会を修了した人などが取り付ける
場合に限ります。

家具等転倒防止対策事業補助金

　自らが居住する住宅の１階部分に、耐震シェル
ターなどを設置する費用を補助します。
　なお、耐震シェルターによっては、補助対象と
ならない場合がありますので、詳しくはお問い合
わせください。

耐震シェルター設置事業補助金

　自らが居住する住宅で、地震等による家具など
の転倒を防止するための固定金具の配付・取付支
援を無償で行います。ただし、取付支援について
は対象要件がありますので、詳しくはお問い合わ
せください。

家具等転倒防止対策啓発事業

木造住宅耐震補強計画事業補助金

木造住宅耐震補強事業補助金

木造住宅除却事業補助金


